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第２編 淀川の狭窄部上流（亀岡地
区）の治水対策

３３ 新たな河川整備の理念新たな河川整備の理念

33--33 新たな治水の理念新たな治水の理念

これからの治水計画では、「超過洪水・自これからの治水計画では、「超過洪水・自
然環境を考慮した治水」、「地域特性に応然環境を考慮した治水」、「地域特性に応
じた治水安全度の確保」を目的とする必要じた治水安全度の確保」を目的とする必要
がある。がある。

第１章 狭窄部に関する課題

（１）淀川水系流域委員会の提言

２－１
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（１）淀川水系流域委員会の提言

44--33 治水計画のあり方治水計画のあり方

（１）超過洪水を考慮した治水計画（１）超過洪水を考慮した治水計画

１）河川対応１）河川対応

・堤防補強、難破堤化・堤防補強、難破堤化

２）流域対応２）流域対応

・「したたかな」まちづくり・「したたかな」まちづくり

・ハザードマップ・ハザードマップ

・輪中堤、など・輪中堤、など

２－２
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（１）淀川水系流域委員会の提言

（２）自然環境を考慮した治水計画（２）自然環境を考慮した治水計画

・瀬や淵の復元・瀬や淵の復元

・自然材料による緩傾斜護岸・自然材料による緩傾斜護岸

・魚道、など・魚道、など

（３）地域特性に応じた治水安全度の確保（３）地域特性に応じた治水安全度の確保

・地域特性に応じた治水安全度を早急に確保・地域特性に応じた治水安全度を早急に確保

・狭窄部の開削は避ける・狭窄部の開削は避ける

２－３
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○狭窄部上流の浸水被害の軽減

狭窄部は治水面で障害となる場合が多い
が、歴史・景観等の面から国民的財産として
の価値が高い場合もあるため、開削すること
はできるだけ避け、他の代替案を優先的に
採用することが望ましい。

（１）淀川水系流域委員会の提言

２－４
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（２）淀川水系河川整備計画策定
にむけての説明資料（第１稿）

４章４章 河川整備の方針河川整備の方針

4.34.3 治水・防災治水・防災

(2)(2)浸水被害の軽減浸水被害の軽減

狭窄部上流の浸水被害に対しては、下流堤狭窄部上流の浸水被害に対しては、下流堤
防の破堤危険性を増大させるような狭窄部防の破堤危険性を増大させるような狭窄部
の開削は当面できないことから、既往最大の開削は当面できないことから、既往最大
規模の洪水に対する浸水被害の解消を目規模の洪水に対する浸水被害の解消を目
標として狭窄部上流における対策を検討す標として狭窄部上流における対策を検討す
る。る。

２－５
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長期的には、浸水被害を軽減する土地利長期的には、浸水被害を軽減する土地利
用誘導等が望ましいが、当面の被害軽減用誘導等が望ましいが、当面の被害軽減
措置としては、既設ダムの治水強化、並び措置としては、既設ダムの治水強化、並び
に流域内貯留施設の整備を検討する。に流域内貯留施設の整備を検討する。

（２）淀川水系河川整備計画策定
にむけての説明資料（第１稿）

２－６













12

（４） 「淀川水系河川整備計画策定に
むけての説明資料（第１稿）」に
おける記述

５章 具体の整備内容
５．３ 治水・防災

桂川
② 浸水被害の軽減

・ 保津峡上流における浸水被害対策として、

日吉ダムの治水機能強化を検討

２－１２
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①水田の貯留機能

メリット

自然環境への影響が少ないです。

デメリット

水田の管理は困難です。

大規模な用地補償（地役権補償）が必要
になり、事業の長期化が予想されます。

水田の畦（あぜ）を嵩上げすることにより、洪水

を水田に貯留するものです。

２－１４





16

③宅地嵩上げ

浸水の解消は困難ですが、軽減は
図れます。

浸水時に家屋が孤立します。

生活の利便性が損なわれます。

地域コミュニティが分断されます。

住民の合意形成に長期を要します。

２－１６
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④遊水地

広大な用地を利用規制するには地域社会

の合意が不可欠で、長い年月を要します。

２－１７
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日吉ダムの治水容量の増量
（評価、課題）

治水容量を増量することで亀岡地区の浸
水被害の軽減が図れますが、振り替え容
量をより効果的に運用することを検討する
必要があります。

利水容量振替の検討にあたっては渇水が
頻発している状況に配慮する必要があり
ます。

２－２８
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第２編 まとめ

亀岡地区の浸水対策

狭窄部上流の亀岡地区の浸水対策は重点的に実施す
る必要があります。

京都府は、昭和５７年出水規模で当面計画として河川
改修事業を重点的に進めていますが、当面計画以降
の河川改修は一部保津峡入口部の河道改修が含まれ
ています。しかし、当面は狭窄部を開削するといった、
下流への流出増を伴う河川改修は望ましくないので、
残る浸水被害に対して当面の対応として、日吉ダムの
治水容量の増量が一つの対策として有効です。

このため、京都府の整備計画と調整を図ります。
２－２９


